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1. 2026年3月期第3四半期の連結業績（2025年4月1日～2025年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する
四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年3月期第3四半期 35,382 2.4 1,141 18.3 1,288 19.7 744 △11.9

2025年3月期第3四半期 34,567 2.1 964 181.0 1,076 131.1 844 234.5

（注）包括利益 2026年3月期第3四半期　　1,557百万円 （71.3％） 2025年3月期第3四半期　　909百万円 （90.2％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2026年3月期第3四半期 25.76 ―

2025年3月期第3四半期 29.24 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年3月期第3四半期 38,802 26,609 67.8 911.22

2025年3月期 36,905 25,694 68.9 879.90

（参考）自己資本 2026年3月期第3四半期 26,320百万円 2025年3月期 25,415百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年3月期 ― 5.00 ― 14.00 19.00

2026年3月期 ― 8.00 ―

2026年3月期（予想） 0.00 8.00

（注）1　直近に公表されている配当予想からの修正の有無　：　無

　　　2　2025年３月期の期末配当金14.00円には、特別配当3.00円が含まれています。

3. 2026年 3月期の連結業績予想（2025年 4月 1日～2026年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 47,100 2.1 1,230 △2.9 1,400 △0.1 900 △19.4 31.16

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2026年3月期3Q 28,965,449 株 2025年3月期 28,965,449 株

② 期末自己株式数 2026年3月期3Q 81,118 株 2025年3月期 80,605 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年3月期3Q 28,884,714 株 2025年3月期3Q 28,885,279 株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は監査法人によるレビュー ： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費に底堅さが見られ

たほか、人手不足に対応するための省力化・デジタル化を目的とした設備投資が堅調に推移したことにより、緩や

かな回復基調が続きました。また、外需においては、米国の関税政策の影響が懸念されたものの、極端な下振れは

回避され、輸出は概ね底堅く推移しました。

一方、長期化する地政学的リスクに伴う資源価格の高止まりや、依然として高水準にある物価動向など、先行き

は不透明な状況が続いております。

物流業界においては、引き続き人件費などのコスト上昇が企業収益を圧迫する中、法改正による商慣行の見直

し、物流の効率化、消費者の行動変容に向けた実効的な働きかけが実施されるなど、業界を取り巻く環境は変化し

ています。消費関連貨物は、物価高騰に対し実質可処分所得が伸び悩んだことから消費マインドは抑制傾向が続い

たものの、前年同期の低水準に対する反動により、前年同期比プラスの荷動きとなりました。一方、生産関連貨物

は、為替の円高修正や世界経済の低迷が下押し要因となり減少し、建設関連貨物も、人件費や資材価格の高止まり

の影響を受け低調に推移しました。これらの結果、国内の貨物総輸送数量は、前年同期を下回る水準で推移しまし

た。

このような経営環境の中、当社グループは、長期的な企業価値の向上を目指す「２０３０丸運グループ長期ビジ

ョン」の実現に向けた、第４次中期経営計画の最終年度を迎えております。本年度を次期中期経営計画へと繋ぐ重

要な１年と位置づけ、引き続き、適正運賃・料金の収受及び提案営業力の強化、システム化・省人化によるコスト

競争力の強化に取り組んでいます。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の営業収益は、取り組んできた運賃・料金改定の効果により、前年同

期比2.4％増の353億82百万円となりました。

経常利益は、運賃・料金改定による増益に加え、一部既存顧客の荷動きの回復や新規の取扱量増効果もあり、前

年同期比２億12百万円増の12億88百万円となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期に

投資有価証券売却益を計上した反動等により、前年同期比１億円減の７億44百万円となりました。

セグメント別の経営成績概況は、次のとおりです。

《貨物輸送》

当部門においては、大規模修繕による一時的な費用が発生したものの、素材物流の取扱量の増加や運賃・料金改

定の進展に加え、前年同期に実施した物流拠点の見直しが収益改善に寄与し、増収増益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比0.7％増の170億86百万円、経常利益は前年同期比１億５百万円増の５億97

百万円となりました。

《エネルギー輸送》

当部門における石油輸送事業においては、石油製品の内需減の影響などにより、輸送数量が前年同期比3.8％減

少となりました。潤滑油・化成品事業においては、溶剤等化学品の内需減に加え、出荷地の定期修理などの影響に

より、輸送数量が前年同期比5.9％減少となりました。

収支につきましては、ドライバー等の待遇改善を目的とした賃金改定や協力会社への運賃支払増はあったもの

の、主要顧客の運賃・料金改定や化成品事業における既存取引の拡大により増収増益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比4.6％増の125億94百万円、経常利益は前年同期比91百万円増の４億34百万

円となりました。

《海外物流》

当部門における国内事業においては、航空輸出貨物及び機械設備輸送等の取扱量が増加し、海外事業においても

ベトナムでの取扱量が安定的に推移したことにより、部門全体では増収増益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比0.8％増の41億44百万円、経常利益は前年同期比37百万円増の27百万円と

なりました。

《テクノサポート》

当部門においては、油槽所関連における業務受託料の改定に加えて、製油所関連における構内作業の受託料改定

及び工事関連業務の取扱量増などにより増収増益となりました。

これらの結果、営業収益は前年同期比8.4%増の15億33百万円、経常利益は前年同期比16百万円増の１億５百万円

となりました。
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セ グ メ ン ト 営業収益 前年同期比 経常利益 前年同期増減額

貨　物　輸　送 17,086百万円 100.7％ 597百万円 105百万円

エネルギー輸送 12,594 104.6 434 91

海　外　物　流 4,144 100.8 27 37

テクノサポート 1,533 108.4 105 16

そ の 他 事 業 22 98.3 124 △39

合　　　　　計 35,382 102.4 1,288 212

当期のセグメント別の営業収益及び経常利益は次のとおりです。

（注）その他事業の区分は各報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸業、損害保険代

理業及び事務代行業等並びに各報告セグメントに配分していない全社収益・費用の純額等であります。

（２）財政状態に関する説明

《資産》

当第３四半期連結会計期間末における総資産は388億２百万円となり、前期末に比べ18億96百万円増加しまし

た。この主な要因は、有形固定資産の増加５億66百万円、投資有価証券の増加12億13百万円等によるものでありま

す。

《負債》

当第３四半期連結会計期間末における負債は121億92百万円となり、前期末に比べ９億81百万円増加しました。

この主な要因は、短期借入金の増加６億90百万円、固定負債その他に含まれる繰延税金負債の増加４億14百万円等

によるものであります。

《純資産》

当第３四半期連結会計期間末における純資産は266億９百万円となり、前期末に比べ９億14百万円増加しまし

た。この主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益を７億44百万円計上したことによる増加、配当金の支

払による減少６億35百万円、その他有価証券評価差額金の増加７億31百万円等によるものであります。この結

果、自己資本比率は前期末の68.9％から67.8％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

通期の業績予想については2025年11月６日公表の予想を修正しておりません。

なお、業績予想につきましては、本資料の発表日において入手可能な情報に基づき当社で判断したものであり、

実際の業績は、今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,335 2,221

受取手形 96 28

電子記録債権 357 417

営業未収入金及び契約資産 5,270 5,410

棚卸資産 62 89

その他 1,106 1,274

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 9,227 9,440

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,148 3,955

機械装置及び運搬具（純額） 2,544 3,017

土地 16,840 16,840

その他（純額） 344 631

有形固定資産合計 23,878 24,445

無形固定資産

ソフトウエア 397 235

その他 89 171

無形固定資産合計 487 407

投資その他の資産

投資有価証券 2,639 3,853

繰延税金資産 102 77

その他 641 650

貸倒引当金 △72 △71

投資その他の資産合計 3,311 4,509

固定資産合計 27,677 29,361

資産合計 36,905 38,802

負債の部

流動負債

営業未払金 2,490 2,599

短期借入金 250 940

未払法人税等 509 13

賞与引当金 716 390

その他 2,542 3,271

流動負債合計 6,509 7,214

固定負債

長期借入金 120 30

再評価に係る繰延税金負債 1,942 1,942

退職給付に係る負債 2,222 2,159

資産除去債務 19 19

その他 398 827

固定負債合計 4,702 4,978

負債合計 11,211 12,192

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2025年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,559 3,559

資本剰余金 3,067 3,067

利益剰余金 14,718 14,827

自己株式 △22 △23

株主資本合計 21,323 21,431

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,142 1,874

土地再評価差額金 2,846 2,846

為替換算調整勘定 120 183

退職給付に係る調整累計額 △16 △15

その他の包括利益累計額合計 4,092 4,888

非支配株主持分 278 289

純資産合計 25,694 26,609

負債純資産合計 36,905 38,802
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年12月31日)

営業収益 34,567 35,382

営業原価 31,214 31,688

営業総利益 3,352 3,693

販売費及び一般管理費 2,387 2,551

営業利益 964 1,141

営業外収益

受取利息 3 7

受取配当金 74 89

その他 48 67

営業外収益合計 126 164

営業外費用

支払利息 6 5

固定資産圧縮損 2 4

その他 6 7

営業外費用合計 14 17

経常利益 1,076 1,288

特別利益

固定資産売却益 24 48

投資有価証券売却益 250 7

その他 2 －

特別利益合計 278 55

特別損失

固定資産除売却損 3 12

減損損失 13 －

公開買付関連費用 － 170

その他 7 14

特別損失合計 24 197

税金等調整前四半期純利益 1,330 1,147

法人税、住民税及び事業税 359 283

法人税等調整額 120 102

法人税等合計 479 386

四半期純利益 851 761

非支配株主に帰属する四半期純利益 6 17

親会社株主に帰属する四半期純利益 844 744

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年12月31日)

四半期純利益 851 761

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 10 731

為替換算調整勘定 36 63

退職給付に係る調整額 11 1

その他の包括利益合計 58 796

四半期包括利益 909 1,557

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 902 1,540

非支配株主に係る四半期包括利益 6 17

（四半期連結包括利益計算書）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　該当事項はありません。

前第３四半期連結累計期間
（自　2024年４月１日

至　2024年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年12月31日）

減価償却費 1,527百万円 1,504百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。
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（単位：百万円）

貨物輸送
エネルギ
ー輸送

海外物流
テクノサ
ポート

その他
事業

合計
調整額
（注１）

四半期連
結損益計
算書計上

額
（注２）

営業収益

顧客との契約から生じ
る収益

16,974 12,044 4,111 1,414 23 34,567 － 34,567

その他の収益 － － － － － － － －

外部顧客への営業収益 16,974 12,044 4,111 1,414 23 34,567 － 34,567

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

579 496 19 0 254 1,351 △1,351 －

計 17,553 12,541 4,130 1,414 278 35,918 △1,351 34,567

セグメント利益

又は損失（△）
491 343 △10 89 68 981 94 1,076

貨物輸送
エネルギ

ー輸送
海外物流

テクノサ

ポート

その他

事業
合計 調整額

四半期連

結損益計

算書計上

額

減損損失 － － － － 13 13 － 13

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2024年４月１日 至2024年12月31日）

　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額94百万円は、各報告セグメントに配分していない全社収

益・費用の純額等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　「その他事業」において、事業の用に供していない遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額

しております。なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては13百万円でありま

す。

（単位：百万円）
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（単位：百万円）

貨物輸送
エネルギ
ー輸送

海外物流
テクノサ
ポート

その他
事業

合計
調整額
（注１）

四半期連
結損益計
算書計上

額
（注２）

営業収益

顧客との契約から生じ
る収益

17,086 12,594 4,144 1,533 22 35,381 － 35,381

その他の収益（注３） － － － － 0 0 － 0

外部顧客への営業収益 17,086 12,594 4,144 1,533 22 35,382 － 35,382

セグメント間の内部
営業収益又は振替高

602 511 18 0 216 1,349 △1,349 －

計 17,689 13,105 4,163 1,533 239 36,732 △1,349 35,382

セグメント利益 597 434 27 105 32 1,197 91 1,288

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2025年４月１日 至2025年12月31日）

　１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．セグメント利益の調整額91百万円は、各報告セグメントに配分していない全社収益・費用の純額等

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

３．その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる取引であります。

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期連結財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年２月13日

株式会社丸運

取締役会　御中

清陽監査法人

東京都港区

指定社員
業務執行社員

公認会計士 鈴木　智喜

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中山　直人

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社丸運の2025年４月１日から2026年３月31日ま

での連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2025年10月１日から2025年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間

（2025年４月１日から2025年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸

表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の

省略が適用されている。）に準拠して四半期連結財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

四半期連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準

（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されて

いないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れる場合は、期中レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性

に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及

び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務諸表に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
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